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ウクライナ侵攻作戦が長期化した原因 

－ロシア陸軍の『大隊戦術群』に関する考察－ 

 

はじめに 

 

ウクライナ侵攻当初のロシア当局者は、自国産のエネルギー資源に強く依存する欧州各

国との緊密な経済関係、親ロシア派を保護するために軍事力を行使するという口実の正当

性を高めるための情報操作による国内外の世論形成、近代的な通常戦力と人類を破滅させ

得る核戦力から成る軍事力といった、外交、情報、軍事、経済（DIME）上の有利な条件を

理由に侵攻作戦の早期成功を確信していたのではないだろうか。それは国際社会も同様で

あり、例えば米国当局者も首都キエフの陥落は開戦後数日内と見ていたといわれる1。 

しかし、開戦後ひと月以上経過した今も未だ侵攻作戦は終結していない。一方で国際社会

は、まるで幾つものサーキット・ブレーカーを作動させたかのようにロシアへの制裁を強め

ている。例えば、欧州連合（EU）は「国際銀行間通信協会（SWIFT）」からロシアの銀行 7

行を排除する措置の発動に合意した2。また、G7 首脳は国際社会からロシアを孤立させると

の声明を出した3。この動きは、時間の経過とともに厳しくなる公算が高いと推察される。 

厳しい立場を自ら招いたロシアであるが、「戦争のルール」が変化することを予見しなか

ったわけではない。むしろ 2013 年には DIME における非軍事的手段の役割が増大し、場合

によってはその有効性が兵器の威力を凌駕する時代が来るという極めて先見的なビジョン

を持っていた。「ゲラシモフ・ドクトリン」と呼ばれる、有名な概念を提唱したのは他でも

ない、現ロシア軍参謀総長のワレリー・ゲラシモフ（Valery Gerasimov）上級大将である4。 

しかし、そのような指導者が率いていると思えない程にロシアは外交、情報、経済上の思

惑がうまくいかず、欧米の非軍事的な制裁によって苦しめられている5。その一因は、数日

で終結すると誰もが見ていた侵攻作戦の長期化であろう。時間が経つほど苦しくなるのに

軍事的状況が改善しない、その理由は、ロシアの陸軍と空軍、それを束ねるリーダーシップ

にあるという見方が強い。元米陸軍情報分析官のウィリアム・アーキン（William M. Arkin）

は、ロシア陸軍が開戦後わずか 1 日で当初の勢いを失った理由を、直接的には燃料、弾薬、

食料、訓練指導の不足、深層的には徴兵制の軍隊、軍備、楽観的すぎる戦略にあると見る6。

その結果、開戦後の累積損耗は、3 月 27 日時点で戦車 300 両を含む車両 1,024 輌、航空機

67 機に上り、今も増加傾向にある7。メディアの関心は、その責を問われるかもしれないセ

ルゲイ・ショイグ（Sergei Shoigu）国防相の動静が 2 週間近く絶えたこと8、20 人投入され

たロシア軍将官のうち 3 月 25 日時点で 7 人が戦死し、1 人が軍事作戦の責を問われ解任さ

れたという観測に寄せられている9。こう見ると、本侵攻作戦が長期化した原因は、一般的

に言われるとおり、陸空軍の能力とリーダーシップにあるという見方が有力であろう。 

しかし、その深層にある原因は何であろうか。謎を解く鍵は、本侵攻作戦に大量投入され

た大隊戦術群（battalion tactical group: BTG）にあると考える。ショイグ国防相は 2021 年



2 

 

3 月時点で BTG を 168 個整備したと述べており10、本侵攻作戦に約 7 割に当たる 120 個が

投入された11。その 19%の BTG が 3 月 10 日時点で戦闘不能状態にあると見られている12。

その数字から、本侵攻作戦が長期化した一因には、BTG の何らかの問題が関係すると見る

ことができるのではないか。しかし、BTG に視点を置いた侵攻作戦の長期化に関する考察

は少ない。そこで本稿は、上記に係る考察を行い、以後の議論に貢献することを目的とする。 

 

1 軍指導者の軍改革と BTG 

 

BTG は、紛争地域に戦力を素早く展開する目的で作られた即応戦術集団である。その狙

いは、冷戦期のソ連軍のように大規模かつ即応性の低い基幹部隊を中心とする動員型の部

隊から、常備型で小規模で柔軟性のある部隊に転換することにあった13。小泉悠が「ソ連崩

壊後に行われた軍改革としては最も大規模で抜本的なものであったことだけは間違いない

だろう」と評する、この 2008 年を起点とした大規模な軍改革の主導者は、当時の国防相で

あるアナートリー・セルジューコフ（Anatolii Serdyukov）であった。セルジューコフは、

従来の師団を解体し、常備化した旅団の編成を目指した14。しかし、即応性を高めるニーズ

は認めるものの、その前提として契約兵（kontraktniki、いわゆる志願兵）の不足や 12 カ月

周期で交代する徴集兵などの人的資源に係る問題を解消する必要があり、実現が疑問視さ

れた。その中で BTG は、第二次チェチェン紛争時に対反乱作戦の基盤として導入された15。 

2012 年 11 月、セルジューコフが横領容疑で解任され、ショイグが後任に就くと、旅団内

に BTG を導入する方向で動きが本格化した16。その中で旅団の中に最大 2 つの BTG が編

成された。BTG は、一般的に 700 から 800 人、強化型は 900 人の兵員と BMP-3 等歩兵戦

闘車、T-90 等戦車、自走榴弾砲、多連装ロケットランチャー等で構成された17。 

BTG が一躍脚光を浴びたのは、2014 年のウクライナ東部ドンバス地方における戦闘であ

る。ロシアは、ウクライナ軍に排除されかけた親ロシア派勢力を保護するため、BTG を投

入した。BTG は、戦術的・作戦的な奇襲によってウクライナ軍の大部分を壊滅させた18。 

その「成功体験」の後押しもあり、ショイグ国防相、そして彼から参謀総長に任命された

ゲラシモフは、BTG を強力に推進した。例えば 2016 年 9 月にゲラシモフは 2016 年時点で

66 個の BTG を同年末に 96 個、2017 年に 115 個、2018 年に 125 個まで増強すると発言し

た19。また 2021 年 8 月にショイグは 168 個の BTG が 1 時間以内に展開可能な常時警戒態

勢を構築したことを強調した20。つまり、BTG は軍指導者の功績を強調できる「肝いり政

策」の側面も有していたのである。 

 

2 BTG の問題－米陸軍の研究 

 

しかし、BTG には問題があった。例えば、米陸軍のニコラス・フィオーレ（Nicolas J. Fiore）

は、2017 年に米陸軍旅団戦闘チーム（brigade combat team: BCT）が将来的に BTG と交戦
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することを想定して、BTG を戦術的に撃破するための論考を発表した。フィオーレは、2014

年の BTG とウクライナ軍の戦闘を分析すると、BTG が火力、電子戦、防空砲において圧

倒的な優勢を有しているにもかかわらず、ウクライナ軍に戦術的な敗北を喫するケースが

何度かあることに気が付いた。そこから彼は、BTG が有する 4 点の脆弱性を導き出した。 

1 点目は、人的資源の問題である。BTG は、三分の一を質の高い契約兵が占め、残りは

質の低い徴集兵から成る。BTG は数を拡大したが、契約兵は不足した。その理由は、チェ

チェンやジョージアでの大きな犠牲者が志願者を減少させたからである。また、徴集兵は簡

単な仕事でも継続的に監督する必要があるため、戦闘よりも支援に使われる。つまり、徴集

兵を近接戦闘に使用するために 12 カ月の従軍期間の中で最大限の能力を引き出す訓練が必

要となり、一方で高価値の契約兵は不要なリスクを冒せないというジレンマが生じやすい21。 

2 点目は、歩兵を中心とする即応機動部隊の不足が BTG の機動力を大きく制限すること

である。BTG は、攻撃作戦と側面・後方の安全確保を同時に行うことができない弱点を有

し、複数の同軸攻撃が行われると砲兵を集中させるのに苦労する可能性がある22。 

3 点目は、指揮統制（C2）上の制約である。BTG 指揮官は、情報収集を行いながらミッ

ション・コマンド（Mission Command）23で行動し、射撃や電子戦を行う。その中で情報収

集部隊は、攻撃部隊の中から選抜される。そのため、BTG が受け持つ戦域全体で積極的に

分散と交代を繰り返す必要があり、能力的に過負荷となる可能性がある24。 

4 点目は、BTG が近隣の戦域や駐留地に所在する他のユニットから補充することができ

ないため、損耗が生じた場合、戦闘力を迅速に回復させることができないことである。BTG

内の兵員、特に高価値の契約兵や指揮官が死傷すると戦闘力が劣化するため、補充されない

限り、戦闘効果を急速に喪失する。そのため、BTG 指揮官は信頼性が高い脅威情報に直面

すると、リスク回避のために撤退を選択し、戦力を温存する傾向が強くなる可能性がある25。 

上記 4 点を踏まえれば、フィオーレは、自軍に BTG が火力を集中する機会を回避し、ハ

イテンポな分散機動と多方向攻撃を行うことで BTG の能力を奪えると考えたのである。 

 

3 本侵攻作戦が長期化した要因の考察 

 

ここでは、BTG の問題が本侵攻作戦の長期化につながったと仮定し、フィオーレが導出

した BTG の 4 点の脆弱性を視座として、本侵攻作戦が長期化した要因を考察する。 

1 点目の人的資源については、米国の戦争研究所（Institute for the Study of War）のロシ

ア研究者であるメイソン・クラーク（Mason Clark）によれば、ロシア軍は 2021 年 3 月末

から停戦合意に反してウクライナ陣地への攻撃をエスカレートさせ、駐留中の 28 個 BTG

に 25 個を追加配備して演習を開始した26。その後もロシアはウクライナ国境付近に軍の増

強を継続し、ベラルーシと演習を行いながら 2022 年 1 月末には約 10 万人に達した27。防

衛研究所の山添博史は、この動きをウクライナ、更には米国に対する強要戦術であると見て

いた28。一方、ロシア兵の中には戦闘に投入されることも知らされず、士気の低さ故に部隊
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ごと降伏する徴集兵に関する報道を考慮すれば29、ロシアは当初からウクライナ侵攻を前提

にして徴集兵を 1 年余りの長期に渡り訓練した可能性がある30。他方、現時点で高価値の契

約兵を温存した事実は見当たらない。むしろ、ロシアはウクライナに最新鋭の通常戦力を投

入せずに温存し、核などの大量破壊兵器を使用する可能性が高いと見る報道が散見される31。 

2 点目の機動力については、ロシア空軍が航空優勢を確立できない条件下において、トル

コ製バイラクタル（Bayraktar）TB2 や米国製対戦車ミサイルの FMG-148 ジャベリン（Javelin）

などによる同時多方向攻撃が道路上に縦列展開する BTG を撃破している事例を見れば、

BTG が最も苦手とする攻撃を受けた可能性がある32。これは、12 機から 36 機程度の保有

が見積もられ、BTG の動静を正確に把握して攻撃を行う「戦場の目と爪」として注目され

たバイラクタル TB2 の存在が大きいのではないだろうか33。更に注目すべきは、ウクライ

ナ軍の偵察活動に協力する一般市民の市販品ドローンである。これらのドローンは、4K 以

上の高解像度カメラや獣害対策にも使用される赤外線カメラを搭載し、100km/h 近くの高

速で海抜 5,000m 程度の高高度でも飛行可能であり、3 次元プログラム飛行や目標の自動追

尾、障害物回避などの機能も有し、電波状況が良好であれば 8km 程度の範囲を 30 分以上飛

行可能なリチウム電池機もある。これらは軍用の TB2 と比べて偵察、攻撃、対電磁妨害な

どの能力が脆弱であり、ロシア軍の BTG と空軍機が十分な防空能力、電磁妨害能力、制空

能力を発揮していれば、その活躍は困難であったかもしれない。しかし実際には、1 機数億

円の TB2 と安価な市販品ドローンの「ハイロー・ミックス」は、ウクライナ軍の戦闘を有

利にしたように見える。他方、前述のアーキンは、ロシア軍間の連携攻撃や射撃精度（命中

率 7%程度）が低質だと評価している34。これらから、ドローンによる偵察や携帯兵器を組

合わせた多方向攻撃と火力上の欠陥は、BTG に負の相乗効果をもたらした可能性がある。 

3 点目の C2 については、将官が前線に出て戦闘指導を行い、不安全な一般通信を使用し

たところで狙撃兵に射殺される事例を見れば、最も分かり易い BTGの弱点のように見える。

他方、ロシア軍は 2014 年以降 C2 の改善に取り組んできたものの、今回のように一般通信

を使用する事情を作ったのはハリコフの電波塔を破壊して新世代暗号通信を使用できなく

したロシア軍自身だと伝える報道もある35。結果、本侵攻作戦において BTG は、結果とし

て C2 が脆弱であった 2014 年と同じ状況に陥った可能性がある。 

4 点目の損耗と回復については、現地で BTG の損耗分を再補充できないことが、カムチ

ャツカに展開する部隊をウラジオ経由、シベリア鉄道でウクライナに輸送しなければなら

ない事態を生み出している可能性がある36。 

これらの考察から、フィオーレが考察した BTG の 4 つの脆弱性は、更なる情報収集によ

って分析の精度を上げる余地が多々残されているものの、本侵攻作戦が長期化した要因を

推定し理解を深める視座として、相応の説明力、有用性を有しているのではないだろうか。 
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おわりに 

 

BTG の導入によるロシア陸軍の近代化は、2014 年のドンバスにおける「成功体験」が後

押しする形となり、現指導者であるショイグ国防相とゲラシモフ参謀総長の指導で強力に

推進された。それ故、BTG は今回の侵攻作戦に絶対の自信を持って投入された可能性があ

る。しかし、BTG は人的資源、機動力、C2、損耗と回復に関する 4 つの脆弱性を有するこ

とから、これを視座に分析してみれば、ウクライナ軍の善戦もあり想定外の苦戦を強いられ、

侵攻作戦が長期化したという見方ができるのではないだろうか。なお、今回は陸軍とリーダ

ーシップに焦点を絞ったが、海軍、空軍も含めた今後のすう勢とその背景にも注目したい。 

（戦略研究室 ２等海佐 高橋 秀行） 

（本コラムに示された見解は、海上自衛隊幹部学校における研究の一環として発表する執

筆者個人のものであり、防衛省、海上自衛隊の見解を表すものではありません。） 
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